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M E S S A G E DXが広く世の中に認識されるようになって
から 5 年以上が経過した。身の回りを見ても数
多くのSaaSやスマホアプリが導入され、たと
えば、タクシーの配車予約や経費精算も大きく
様変わりしている。企業の情報システムは外か
らは分かりにくいが、クラウド基盤へのアップ
リフトやモダナイゼーションによって、強靱な
体質に生まれ変わっている。それでもトランス
フォーメーションはまだ不十分であり、多くの
関係者の奮闘が続いている。

その一方で、生成AIに代表されるAIブーム
も押し寄せてきている。ホワイトカラーの業務
領域を手始めに、文章生成や会話応答、イラス
ト・デザインの自動生成などのクオリティの高
さが、われわれ利用者に驚きを与えている。次
の段階では文字と画像などのマルチモーダル、
さらには機械の動作などの大規模学習も進めら
れており、何でも自動化できるわけではないだ
ろうが、少なくとも単なるツールではなく、人
の能力拡張（Augment）のはしりが見られる
ことになる。数え方にもよるが、今回の 4 回目
のAIブームは、かつてのPC、インターネット
のように、AIの「民主化」を通じて社会に大
きな影響を与えそうである。

DXの取り組みが始まってからある程度の時
間を経たこともあり、経営者の中には「DXの
山は越えた」と思っている方が多いようであ
る。しかしながら、今回のAIの特徴は、DXと
どう関係するのか、これまでのDX検討をどう
整理していくのかといった課題に対して急いで
腹を決めなければならないということであり、
この点を看過してはならない。

これまでのDXは、トランスフォーメーショ
ンというよりもデジタル化の取り組みが先行し
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ていた。金融、出版、決済など多くの業種や業
務でデジタル化が進展したが、悪い言い方をす
ると、リアルな制約が多く、デジタル化しやす
いところから手をつけて、現在ではほぼやり尽
くした状態になっている。しかし、残っている
領域、業務は依然として多く、訳あってデジタ
ル化が困難な部分でもある。

これまでをDX前半戦とすると、これからの
DX推進（後半戦）では、物流、店舗、製造な
どリアルとのかかわりを欠くことのできない業
種が主役となりそうである。

DX後半戦では、前半戦に比べて労働力不足
は厳しさを増しており、急激なインフレ傾向の
到来も人件費高騰と併せて労働力調達の負担が
増している。生産性の向上だけでなく、サービ
ス維持の観点も必要となってくる。

AIの登場は、自動運転や見守り、無人販売
など、人の目や手を必要とする業務を代替・補
完してくれるものであり、残されているDX未
開拓領域への有効手段と期待されている。生成
AIは、テキスト、画像、音声など、ホワイト
カラーの業務やコンテンツ制作との相性のよさ
が注目されており、たとえば自動運転において
は、状況認識をテキスト化し、キャラクター経
由で、利用者とコミュニケーションするといっ
たアプローチが取り組まれている。その先に
は、人の活動補完、人とのコミュニケーショ
ン、操作や認識とコミュニケーションをまたが
った第二の「マルチモーダル化」（第一はテキ
スト、画像、音声などのマルチモーダル化）が
始まると予想されており、AIの役割はこれま
での枠を超えてくることが確実視される。

あらためて海外状況を見渡すと、欧州、EU

委員会は、これまでの「Web3.0」（メタバース
など）から、非常に短期間で「Web4.0」コン
セプトを打ち出しており、その中心にAIを置
き、AIと人間との相互作用を重点ターゲット
としている。中国でも、来年、期間の終了を迎
える「中国製造2025」に続いて、AIと従来か
ら の 機 械 と の 連 携 を 重 視 し た「Machine 
Tech」の検討を進めているといわれる。

また、2030年までに標準化が計画されている
次世代移動体通信「Beyond5G／6G」も、これ
までの人のコミュニケーションから、マシンと
連携することを前提とした「AI delivery」の
ためのネットワークをコンセプトとしており、
これからのAIはサイバーとリアルのつなぎ役
となることが想定される。

つまるところ、DXは決して終わってなどお
らず、後送りにしておいた残り半分に取り組む
べき時期が来たといえる。そのためのツールで
あるAIを使って、サイバーとリアルを横断す
るアプローチで残された分野に取り組むという
のが、これから2030年までの世界的な動向にな
りそうである。

日本がサイバーとリアルの連携を「Society5.0」
として打ち出したのが2016年。世界に先駆ける
こと 8 年、見ようによっては世界が日本を追い
かけてきたわけであり、先見の明があるといえ
なくもない。わが国が課題先進国であることの
証左でもあるが、ここでDX疲れといってAIブ
ームを傍観してしまえば、課題先進国から課題
先送り国になってしまう。それだけは避けたい
ところである。	 （くわづこうたろう）


